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○ 協同組合は、一人ひとりでは経済的に弱い立場にある農業者や消費者、中小規模の事
業者などが、自分たちの事業や生活を守り向上させるために、「総合扶助」の精神のもと、
組織されます。 

○ 協同組合の基本的性格は、協同組合を組織した組合員全員が組合の運営に参加し、組
合の方針の決め、全員でこれを実践して事業を利用することです。  

○ 日本の協同組合には、農業協同組合のほかに、消費生活協同組合や漁業協同組合、
森林組合、中小企業等協同組合、信用組合などがあります。 

 

（１） 協同組合とは 
Ⅰ．ＪＡグループの概要 

協同組合と株式会社等の比較 

(資料) 2012国際協同組合年全国実行委員会 

     「2012国際協同組合年ってなに？」より抜粋 
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○ JA（農業協同組合の愛称）は、農業者の営農と生活を守り、よりよい社会を築くことを目
的に組織された協同組合で、農業者の営農や生活に関する総合的なサービスを提供して
います。 

○ 営農指導や生産資材・生活資材の共同購入、農産物の共同販売、貯金の受け入れ・農
業資金や生活資金の貸付などの信用事業、生命・建物・自動車などの共済事業、高齢者
福祉、健康管理、資産管理などの事業を行っています。 

（２） ＪＡ（農業協同組合）とは ① 
Ⅰ．ＪＡグループの概要 
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（２） ＪＡ（農業協同組合）とは ② 
Ⅰ．ＪＡグループの概要 

ライフラインとしてのJAの総合的な事業・活動 JAの組織概要 (H24年度) 

JA数  694JA (H27.1.1現在) 

組合員数  正組合員 461万人、准組合員 536万人 

職員数  211,782人 (295人/1JA) 

うち営農指導員  14,142人  (20人/1JA) 

(資料) 農林水産省「総合農協統計表」(717JAベース)より全中作成、JA数は全中調査 

JA事業の主要取扱高 (H24年度) 

信用 貯金残高 90兆992億円 (1,257億円/1JA) 

共済 長期共済契約保有高 297兆3,299億円 (4,147億円/1JA) 

購買 購買事業供給高 2兆9,571億円 (41億円/1JA) 

販売 
販売事業取高 4兆3,305億円 (60億円/1JA) 

ファーマーズマーケット 約2,300施設、年間販売約2,500億円 

厚生 
医療 病院111、診療所63、農村検診センター22 等 

介護 介護事業所(訪問介護、デイサービス等)1,056 

 (資料) ファーマーズマーケット：全中・全JA調査(H24年度)  医療：JA全厚連 介護：全中調査  

             その他：農林水産省「総合農協統計表」より全中作成 



（３）組織概要 
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Ⅰ．ＪＡグループの概要 
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○ 事業機能の強化と事業経営の合理化・効率化の観点から、JA合併を進めてきており、平
成２７年１月１日現在で、６９４JA（総合JA数）となっています。 

（１） JA合併の推移 
Ⅱ．ＪＡ合併等の推移 

年度 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 

JA数 1,182 1,046 947 913 886 844 818 770 741 725 723 717 699 694 

（注）全中調べ（各年度４月時点のJA数、26年度のみ27年１月１日現在） 
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○ JAの合併および信用事業譲渡、共済事業譲渡については、農協法に定めがあり、関連
する規定に基づき諸手続きを行っています。 

（２） JA合併・事業譲渡の手続き 
Ⅱ．ＪＡ合併等の推移 

新設合併手順・手続き例（別添） 

合併・事業譲渡の意思決定 

規定 区分 決定機関 備考 

農協法 

合併  
 
 
 
 

総会（総代会） 

債権者保護手続（公告・弁済等） 
信用事業譲渡・譲受（注１） 

事業の全部譲渡   

定款 

事業の重要な一部の譲渡   

事業の全部または一部の重要な譲受   

子会社等の設立   

株式の取得や出資（注３）   

（注１）一定の規模要件のもと信用事業を譲り受ける場合、理事会で決定。 

（注２）共済事業の全部譲渡や包括全部移転は除く。 

（注３）一定金額以下の株式の取得等は、理事会で決定。 



新設合併手順・手続き例

※１

※１　総正組合員の1/5以上の同意を得て、理事に対して合併総会招集請求がなされた場合には、3週間以内に総会を招集すべきことを決しなければならない。
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